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【研究の目的】 

本研究の達成目標は、地域における生活・健康と健康支援の実態を把握して、地域における健康

支援をサポートする方法について情報の観点から探究しデザインすることである。 

本研究の背景として、各地域ともに急激な高齢化率の上昇による地域住民の生活・健康支援ニー

ズの増加・多様化・複雑化しており、地域における生活・健康支援サービス活動に対する住民理解

や活用推進のための情報伝達手段や専門職間連携の手段に関わる課題が存在する。 

よって、地域在住者の生活や健康の実態、そして、情報提供・伝達に関わるニーズを更に把握し

て、現在センター内で使用中の記録管理や情報システム等を包含する情報ツール、そして、それら

の利活用者の情報リテラシーに関わる実態把握を行う。新たなニーズ・課題があればその充足・解

決方法を探求する。最終的に、本研究のプロセス上の地域連携によって地域貢献を目指す。 

 

【研究報告：経緯と方向性】 

初年度(2017)においては、健康支援に関わる地域と大学との連携の可能性探究のために、「地域

在住者の生活・健康の実態と地域包括支援センターの健康支援ニーズ」をテーマとして、インタビ

ュー調査を実施した。近年の調査地域内においては、地域包括ケアセンターの増数に伴い、管轄地

区の分割化・縮小化からサービス体制の充足、そして、住民の生活・健康に関わる様々な課題を解

決するための包括的支援事業について様々な工夫や活動が行われていた。その中で、本調査の趣旨

をご理解・ご協力いただき、また、継続的な連携の可能性の基盤を築いた。 

2 年度(2018)においては、継続的に地域連携する具体的方法を探究するために、地域在住者の生

活・健康の実態と地域包括支援センターにおける健康支援ニーズを分析してまとめて発表した。そ

の結果から健康支援方法に関する検討を行っている。 

3 年度(2019)以降は、2 年間でまとめてきた地域在住者の生活・健康の実態に対する健康支援方

法に関して連携先である団体等への報告や提案を行うことで相互連携を充実・強化して、地域にお

ける健康支援に関する研究としてさらに進化させていく予定である。 

 

【「地域在住者の生活・健康の実態と地域包括支援センターにおける健康支援ニーズ」調査の要旨】

調査の目的は、地域包括支援センター職員が、地域住民の健康支援ニーズをどのように把握し、

今後の情報社会に向けた情報通信技術活用に対してどのように考えているかを明らかにすること

とした。 

調査は、地域包括ケアを提供する専門職者に対する認識調査で、A 地区 5 か所の地域包括支援

センターにおける 3 職種に対して半構成的グループインタビューを行い、その逐語録を質的に分

析して、図 1 と図 2 にまとめた。 



結果、高齢化率の急加速により地域住民の健康支援ニーズは多様化しており、情報通信技術を活

用する健康支援ニーズは、健康・平常時からデータを把握しながら住民の生活と健康を｢見守り｣｢つ

ながる｣システムだった。地域住民の年代、健康リテラシー、情報リテラシーに配慮した個別のサ

ポートの必要性が示唆され、日常的に住民の健康や生活をサポートしている民生委員・ボランティ

ア、多職種等が情報を共有して連携できるシステムの構築、個人情報保護に配慮した仕組みづくり、

人材育成支援の重要性が示唆された。 

【成果の公表】＜2)は、上記調査の要旨と図 1、2 の引用論文＞ 
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